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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建物の外面上で部屋又は廊下に隣接する窓であって、前記窓は太陽光方向転換グレージ
ングユニットを含み、前記太陽光方向転換グレージングユニットは、
　第１グレージング基材と、
　前記第１グレージング基材に配置された可視光拡散層と、
　前記可視光拡散層と直接接触し、前記可視光拡散層と反対の側に突出した複数の非対称
なプリズム構造の順序付けられた配列からなる、光方向転換層と、
を備え、
　前記可視光拡散層及び光方向転換層は、入射する太陽光が前記光方向転換層に接触する
前に前記可視光拡散層に接触するように、且つ前記光方向転換層への入射可視光の少なく
とも５０％が前記建物の前記部屋又は廊下の天井に方向転換されるように配向される、
窓。
【請求項２】
　建物の外面上で部屋又は廊下に隣接する窓であって、前記窓は太陽光方向転換グレージ
ングユニットを含み、前記太陽光方向転換グレージングユニットは、
　第１グレージング基材と、
　模様付き可視光拡散層と、
　前記可視光拡散層と直接接触する光方向転換層と、
を備え、
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　前記光方向転換層が、前記光方向転換層への入射可視光の少なくとも５０％が前記建物
の前記部屋又は廊下の天井に向けられるように、前記可視光拡散層と反対の側に突出した
複数の非対称なプリズム構造の順序付けられた配列からなる、
窓。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、概して光方向転換構成体に関するものであり、特に、太陽光方向転換グレー
ジングユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　建物内におけるエネルギー消費を低減するために、様々な手法が使用される。建物内に
照明を提供するために、とりわけ、日光のより効率的な使用が検討及び適用されている。
オフィスなどの建物の内部に光を供給するための１つの技術は、入射する日光の方向転換
である。日光は下向きの角度で窓から入るため、この光の多くは、部屋の照明にとって有
用ではない。しかしながら、下方向に入射する光線が上方に方向変換され得、それによっ
てこれらが天井に当たれば、光はより有用に部屋の照明に使用され得る。
【０００３】
　室内の照明を提供するように日光を方向転換するために様々な物品が開発されてきた。
光偏向パネルは、米国特許第４，９８９，９５２号（Ｅｄｍｏｎｄｓ）に記載されている
。これらのパネルは、レーザー切断工具を用いる透明な固体材料シートに一連の平行な切
れ目を作製することによって調製される。昼光フィルムの例としては、複数の空洞を有す
る光学的に透明な体を含む光学的構成要素を記載した欧州特許第ＥＰ　０７５３１２１号
及び米国特許第６，６１６，２８５号（いずれもＭｉｌｎｅｒへのもの）が挙げられる。
別の昼光フィルムは、米国特許第４，５５７，５６５号（Ｒｕｃｋら）に記載されている
もので、一面に全く同じ間隔で平行に離間配置されている複数の三角形リブで形成されて
いる光偏向パネル又はプレートを説明している。複数のプリズム構造を有するフィルムの
例は、米国公開特許第２００８／０２９１５４１号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）及び、「Ｌｉ
ｇｈｔ　Ｒｅｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｓ」と題する２００９年１
２月１７日付出願の係属中の米国特許出願第６１／２８７３６０号（Ｐａｄｉｙａｔｈら
）並びに「Ｌｉｇｈｔ　Ｒｅｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｆｉｌｍ　Ｌａｍｉｎａｔｅ」と題す
る２００９年１２月１７日付出願の第６１／２８７３５４号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）に記
載されている。
【０００４】
　光を散乱又は拡散するために多くの物品が開発されてきた。米国特許第６，６０８，７
２２号（Ｃｏｗａｎら）には、入射光を特定の角度範囲に透過する又は反射する拡散体が
開示されている。この拡散体は、２つの部品で構成されており、第１の部品は光を特定の
オフセット角に拡散又は反射し、第２の部品は一定の範囲の角度を通してその光を均一に
散乱する。米国特許第５，５３４，３８６号（Ｐｅｔｅｒｓｅｎら）において、入射光の
ホモジナイザーは、光が伝播する方向を制御し方向性を与えて光を均一化する１つの微細
彫刻表面レリーフ構造を含むエンボス加工可能な材料シートを含む。米国特許第６，６１
３，４０２号（Ｃｈｏｕら）には、拡散体及び偏光体を含む背面投射画面組立体が開示さ
れている。ＰＣＴ特許第ＷＯ　００／１０９２９号（Ｓａｖａｎｔ）は、光の形を決める
構造を高品質の光学ガラスにエンボス加工又は成形することによって、表面の光の形を決
める拡散体を開示している。光の散乱又は拡散のために粒子が使用されてきた。米国公開
特許第２００８／０１８２９５８号（Ｌａｆｌｅｕｒら）は、粒子の外殻と粒子の中心と
で異なる屈折率を有する光散乱ポリマー粒子を記載しており、また、それらの粒子を高分
子マトリックスに分散することを開示している。マトリックスの内部に分散された粒子を
備える光拡散又は光散乱フィルムは、多くの参考文献に記載されている。米国特許第５，
２３７，００４号（Ｗｕら）では、マトリックスは熱可塑性又は熱硬化性のポリマー組成
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物であり、ＰＣＴ公開特許第ＷＯ　９７／０１６１０号（Ｇｏｅｔｚら）及び第ＷＯ　２
０１０／０３３５７１号（Ｓｈｅｒｍａｎら）では、マトリックスは感圧接着剤であり、
ＰＣＴ公開特許第ＷＯ　２００８／１４４２１７（Ｐａｄｉｙａｔｈら）では、光拡散性
の太陽光制御フィルムは、可視光を透過し赤外光を反射する多層フィルムと、光拡散層又
は表面と、を含む。ＰＣＴ公開特許第ＷＯ　２０１０／０２９７４０６（Ｓｃｈａｆｆｅ
ｒら）は、接着剤マトリックス内に光拡散ミクロドメインを形成する接着剤マトリックス
とブロックコポリマーとを含む光拡散接着剤について記載している。ＰＣＴ公開特許第Ｗ
Ｏ　２００５／００５１６２号（Ｈａｙａｓｈｉら）は、前面に提供された装飾的な層を
有する熱可塑性樹脂フィルムを含むシェード付き装飾シートについて記載しており、その
装飾模様は少なくとも一方向にグラデーション模様を有する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本明細書に開示されるのは、ハイブリッド光方向転換・光拡散構成体である。これらの
光方向転換・光拡散構成体は、太陽光方向転換グレージングユニットを備える。いくつか
の実施形態では、太陽光方向転換グレージングユニットは、第１グレージング基材と、第
１グレージング基材上に配置された可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換
層と、を備える。光方向転換層は、複数のプリズム構造を形成する主面を備える。可視光
拡散層及び光方向転換層は、入射する太陽光が光方向転換層に接触する前に可視光拡散層
に接触するように配向される。
【０００６】
　他の実施形態では、太陽光方向転換グレージングユニットは、第１グレージング基材と
、模様付きの可視光拡散層と、この可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を備える。
光方向転換層は、複数のプリズム構造を形成する主面を備える。
【０００７】
　更に他の実施形態において、太陽光方向転換グレージングユニットは、第１主面及び第
２主面を備える第１グレージング基材と、第１グレージング基材の第１主面上に配置され
た太陽光方向転換層と、第１主面及び第２主面を備える第２グレージング基材と、第２グ
レージング基材の第１主面上に配置された可視光拡散層と、太陽光方向転換層と可視光拡
散層との間の介在空間と、を備える。太陽光方向転換層は、複数のプリズム構造を形成す
る主面を備える。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本開示のいくつかの実施形態の光方向転換プリズム構造構成体の断面図。
【図２】本開示のいくつかの実施形態の光方向転換プリズム構造構成体の断面図。
【図３】本開示のいくつかの実施形態の光方向転換プリズム構造構成体の断面図。
【図４】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図５】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図６】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図７】本開示の模様付きハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図８】本開示の模様付きハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図９】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図１０】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図１１】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【図１２】本開示のハイブリッド光方向転換・光拡散構成体の断面図。
【０００９】
　図の縮尺は必ずしも正確ではない。図中、用いられる同様の番号は同様の構成要素を示
すものとする。しかしながら、特定の図中のある要素を示す数字の使用は、同じ数字によ
って示される別の図中のその要素を限定しようとするものではないことは理解されるであ
ろう。
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【発明を実施するための形態】
【００１０】
　建物内の部屋、廊下などに自然の日光を提供するために窓及び同様の構成体が使用され
る。しかしながら、自然の太陽光は、典型的には光が部屋又は廊下に遠くまで透過し得な
いような角度で窓に当たる。加えて、入射光は、窓付近において不快なほどに強いことが
あるため、窓付近に座っているユーザーはシャッター、ブラインド又はカーテンを閉ざし
たくなることがあり、したがって部屋の照明のこの潜在的な光源は排除される。したがっ
て、通常の入射角から、部屋、廊下、又は他の屋内空間の天井への方向に日光を方向転換
させ得る構成体が望ましい。
【００１１】
　自然光の使用の増加に伴う別の問題は、グレアの存在である。グレアは、太陽光が存在
すればいつでも経験される、一般的に遭遇する現象である。グレアは、情景における迷光
のコントラスト低下効果として定義され得る。グレアは、不快グレア及び減能グレアの２
つのタイプに分割され得る。不快グレアは、全体照明が明るすぎるときに（例えば、明る
い太陽の下、雪原で）経験する感覚を指す。減能グレアは、そのフィールドの他の場所に
光源が存在するために低減されたターゲットの視認性を指す。これは、グレア源からの光
が透光体により散乱されるときに起こる。この散乱光は、コントラスト、及びひいてはタ
ーゲットの視認性を低減する輝度のベールを形成する。これらのタイプのグレアはいずれ
も、部屋、オフィス、又は他の屋内空間を照明するために自然光を使用する窓に関する問
題である。窓の近くの不快なほど強い入射光に関して上述したように、グレアもまた、シ
ャッター、ブラインド又はカーテンなどの使用により取り除くことが可能であるが、その
ような方法は望ましい自然の照明を低減又は除去する。可視光の透過を完全に遮断するこ
となく、グレアを低減又は排除することが望ましい。
【００１２】
　昼光方向転換フィルムを窓に使用して光を部屋、廊下、又は他の屋内空間の天井に向け
て方向付けて、部屋、廊下、又は他の屋内空間の自然光を向上すると、少なくとも一部の
入射光は天井に向けてではなく部屋の中の下方にも向けられるので、実際にグレアの問題
を増す可能性がある。この影響は、例えば、２００９年１２月１７日付で出願された係属
中の米国特許出願第６１／２８７３６０号「Ｌｉｇｈｔ　Ｒｅｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｃｏ
ｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｓ」（Ｐａｄｉｙａｔｈら）及び２００９年１２月１７日付で出願
された同第６１／２８７３５４号「Ｌｉｇｈｔ　Ｒｅｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｆｉｌｍ　Ｌ
ａｍｉｎａｔｅ」（Ｐａｄｉｙａｔｈら）に記載されているようなフィルムの光方向転換
要素の設計を通じて、最低限に抑えることができる。しかし、これらの技術を使用しても
、いくらかの光が部屋に向けて方向付けられ、グレアに寄与する可能性がある。加えて、
光方向転換要素は典型的には光屈折プリズムであるので、入射する白の太陽光が分割され
てその構成色になる場合があり得る。分割されて構成色になることは望ましくない。
【００１３】
　したがって、グレアを増加せずに、又は入射する太陽光が構成色に分割されずに、入射
する太陽光を部屋、廊下又は他の屋内空間の天井に向けて方向転換する機能を含むグレー
ジング構成体が望ましい。これらの望ましい結果は、光方向転換要素及び可視光拡散要素
の両方を備えるハイブリッドグレージング構成体の使用を通じて達成され得る。これらの
ハイブリッド構成体は多層フィルム物品又は分離フィルム又は基材層など様々な異なる形
状をとることができ、これらの構成体は様々な異なる方法で構成され得る。
【００１４】
　グレージング構成体は、それらの構成にかかわらず、概して、可視光、ヘイズ、クラリ
ティの透過などの光学特性の望ましいバランスを有する。概して、少なくとも５０％の可
視光透過率（％Ｔ）を有することが望ましい。いくつかの実施形態では、％Ｔは６０％、
７０％、８０％、８５％、９０％、又は更には９５％である。ヘイズは散乱される光の量
を測定するので、％Ｔは、グレージング構成体中のヘイズのレベルを含む様々な要因（例
えば、使用される材料の吸収率、屈折率及び表面トポロジーなど）による影響を受ける。
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概して、グレージング構成体は少なくとも１０％のヘイズ値を有することが望ましい。い
くつかの実施形態では、ヘイズは、少なくとも１５％、少なくとも２０％、少なくとも３
０％、更には少なくとも４０％である。クラリティはヘイズとは異なるパラメータである
が、ヘイズから独立しているものではない。例えば、比較的高いヘイズ値を有する構成体
は、比較的高いヘイズによる影響を受けるクラリティ値を有するであろう。概して、グレ
ージング構成体は１０～９９％の範囲のクラリティ値を有することが望ましい。透過率、
ヘイズ、及びクラリティについては更に下で説明し、それらの測定方法については実施例
の項で説明する。
【００１５】
　本開示の一実施形態では、ハイブリッド構成体は、グレージング基材と、第１グレージ
ング基材に配置された可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を備え
る。可視光拡散層及び光方向転換層は、入射する太陽光が光方向転換層に接触する前に可
視光拡散層に接触するように配向される。要素のこの配向には、特定の利点がある。例え
ば、入射する太陽光を拡散層に接触させることは、散乱光が光方向転換層に接触すること
を引き起こして、グレアの低減及び方向転換された光の色形成といった、上述したような
望ましい特徴をもたらす。要素のこの配向により達成される追加的な望ましい特徴は、拡
散層に接触する全ての入射光の散乱が、光方向転換層に接触しない光のグレアでさえも低
減することである。光方向転換層に接触しない入射光は正常なグレアを作り出すことがで
きる。入射光が光方向転換層に接触することができないのは、それが方向転換され得ない
入射角であるためか、又は、方向転換層を含まない窓の部分に入射光が接触しているため
かのいずれかによる（光方向転換層が窓の一部のみにあることが望ましい場合があり、光
方向転換層は模様を有していてもよい、すなわち、連続層でなくてもよい）。光拡散層及
び光方向転換層をともに積層して、複合多層構成体を形成してもよく、あるいは、それら
の層は、分離された物品であってもよい。ハイブリッド構成体には追加層が存在してもよ
い。
【００１６】
　本開示の他の実施形態では、ハイブリッド構成体は、第１グレージング基材と、模様付
きの可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を備える。模様付きの可
視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換層とで、多層の光方向転換フィルムを
構成してもよく、又は、それらは別々の層であってもよい。光拡散層及び光方向転換層は
グレージング基材に対して任意の配向であってよい。模様付きの可視光拡散層の使用は、
より少ない数の拡散要素の使用を必要とすることと関係して、上述のような有利な特性を
提供する。これは、より安価な製造を助けることができるだけでなく、可視光に対して拡
散性の窓の表面の部分が少なくなることは、審美的により魅力的であり得る。例えば、家
庭又は事務所の窓では、可視光拡散要素を通して見る観察者は、概して、望ましい明るい
外の眺めではなく曇った眺めを見ることになる。
【００１７】
　本開示の更に他の実施形態では、ハイブリッド構成体は、拡散層及び光方向転換層のそ
れぞれがグレージング基材の１つに配置されている少なくとも２つのグレージング基材を
備える。これらの実施形態では、拡散層と光方向転換層の相対的配向とは無関係に、拡散
層と光方向転換層との間に介在空間が存在する。この介在空間は、一部のグレージング構
成体で一般的であるように真空であってもよく、あるいは、この空間は空気又は他の、例
えば窒素又はアルゴンのようなガスを含んでいてもよい。
【００１８】
　したがって、本開示のハイブリッド構成体を用いて、天井に向かう太陽光を方向転換す
ることによって、グレアの増加又は太陽光の構成色への太陽光の分割という望ましくない
特徴を伴わずに、室内の光の量を増すことが可能なグレージング物品を調製することが可
能である。これらのハイブリッド構成体は、例えば、窓製造業者で使用することも可能で
あり、又は、既存の窓に後から取り付けることも可能である。加えて、本開示のハイブリ
ッド構成体の実施形態は、一重ペイン窓、二重ペイン窓、及び更には３重以上のペインの
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窓での使用に好適である。
【００１９】
　本明細書で使用するとき、用語「隣接する」は、それが２つの層を指すときには、それ
ら２層が互いの間に介在する開いた空間を持たずに互いに近接していることを意味する。
それらは互いに直接接触している場合もあり（例えばラミネートされている）、介在層が
ある場合もある。基材上に配置された層１と層２が隣接している２層の例としては、基材
／層１／層２の構成及び層１／基材／層２の構成が挙げられる。
【００２０】
　用語「光学基材」とは、本明細書において使用するとき、少なくとも光学的に透過性で
あり、光学的に透明であり得、かつまた追加的な光学的効果を生じ得る基材を指す。光学
基材の例としては、光学フィルム及びグレージング基材、例えば、ガラスプレートが挙げ
られる。
【００２１】
　グレージング基材及び例えば光学フィルムのようなフィルムなどの基材に関して本明細
書で使用するとき、用語「光拡散」は光を拡散するように設計されている基材又はフィル
ムを指す。この光拡散は、例えば、テクスチャード基材の表面の使用によって又はフィル
ムのマトリックス内への光拡散粒子の組み込みなどの他の手段を通じて行うことが可能で
ある。全ての光学物品は、ある程度光を拡散するものであると考えられるが、光学的に透
過性又は光学的に透明な基材及びフィルムは、これらの基材又はフィルムにある程度の光
拡散性が付与されない限りは「光拡散性」とみなされない。
【００２２】
　用語「光学フィルム」とは、本明細書において使用するとき、少なくとも光学的に透過
性であり、光学的に透明であり得、かつまた追加的な光学的効果を生じ得るフィルムを指
す。追加的な光学的効果の例としては、例えば、光拡散、偏光又は一定の波長の光の反射
を含む。
【００２３】
　用語「光学的に透過性」とは、本明細書で使用するとき、人間の裸眼に透明に見えるフ
ィルム又は構成を指す。用語「光学的に透明」とは、本明細書において使用されるとき、
可視光スペクトルの少なくとも一部（約４００～約７００ナノメートル）にわたって高い
光透過を有し、低いヘイズを呈するフィルム又は物品を指す。光学的に透明な材料は、多
くの場合、４００～７００ｎｍの波長帯において、少なくとも約９０％の視感透過率及び
約２％未満のヘイズを有する。視感透過率及びヘイズの両方は、例えば、ＡＳＴＭ－Ｄ　
１００３－９５の方法を使用して決定することができる。
【００２４】
　複数の構造を記載するために本明細書において使用される用語「順序付けられた配列」
とは、規則的な反復パターンの構造を指す。
【００２５】
　用語「点」、「側面」及び「交点」は、本明細書において使用されるとき、これらの典
型的な形状的意味を有する。
【００２６】
　用語「アスペクト比」とは、基材に取り付けられた構造を指して本明細書において使用
されるとき、基材の上の構造の最大高さの、基材又はその部分に取り付けられる構造の基
部に対する比率を指す。
【００２７】
　用語「接着剤」は、本明細書で使用するとき、２つの被着体をともに接着するのに有用
なポリマー組成物を指す。接着剤の例は、硬化性接着剤、熱活性化接着剤、及び感圧接着
剤である。
【００２８】
　硬化性接着剤は、硬化して接着結合を形成する硬化性反応混合物を含有する接着剤であ
る。熱活性化接着剤（熱の適用により取り外しが可能である）及び感圧接着剤と異なり、
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硬化性接着剤は硬化後、概して取り外すことが可能でなく、２つの被着体間に永久結合を
形成することを目的としている。
【００２９】
　熱活性化接着剤は、室温で非粘着性であるが、高温で粘着性になり、基材に結合できる
ようになる。これらの接着剤は、通常、室温より高いガラス転移温度（Ｔｇ）又は融点（
Ｔｍ）を有する。温度がＴｇ又はＴｍよりも高くなるとき、貯蔵弾性率は通常低下し、接
着剤は粘着性になる。
【００３０】
　感圧接着剤組成物は、（１）積極的かつ永久的粘着、（２）指圧以下の圧力での接着性
、（３）被着体を保持する十分な能力、及び（４）被着体からきれいに取り外すことがで
きる十分な凝集力を含む、室温における特性を有することが、当業者には周知である。感
圧接着剤として充分な機能を有することが示されている材料は、粘着力、剥離接着力、及
び剪断保持力の望ましいバランスを得るうえで必要な粘弾性を示すように設計及び配合さ
れたポリマーである。特性の適正なバランスを得ることは単純なプロセスではない。
【００３１】
　本明細書で使用するとき、用語「微細構造」は、機構の少なくとも２つの次元が微視的
である機構の構成を意味する。したがって、機構の局所図及び／又は断面図は、微視的で
なくてはならない。
【００３２】
　本明細書で使用するとき、用語「微視的」は、その形を決定するために任意の視野面か
ら見たときに光学的補助を裸眼に必要とする程度まで十分に小さい寸法の特徴を指す。１
つの判定基準は、Ｗ．Ｊ．Ｓｍｉｔｈ著（ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ，１９６６，ｐａｇｅ
ｓ　１０４～１０５）「Ｍｏｄｅｒｎ　Ｏｐｔｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ」に記載さ
れており、この文献では、認識可能な最も小さな文字の角サイズの観点で、視力が定義及
び測定されている。正常視力は、認識可能な最小文字が網膜上に５分の円弧の高低角とな
る場合であると考えられる。２５０ｍｍ（１０インチ）の代表的な作動距離において、こ
れは、この対象に対して０．３６ｍｍ（０．０１４５インチ）の横寸法をもたらす。
【００３３】
　本開示の一実施形態では、ハイブリッド構成体は、第１グレージング基材と、第１グレ
ージング基材に配置された可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を
備える。可視光拡散層及び光方向転換層は、入射する太陽光が光方向転換層に接触する前
に可視光拡散層に接触するように配向される。
【００３４】
　要素のこの配向には、特定の利点がある。例えば、入射する太陽光が拡散層に接触する
ことは、散乱光が光方向転換層に接触することを引き起こして、グレアの低減及び方向転
換された光の色形成といった、上述したような望ましい特徴をもたらす。この要素の配向
により達成される追加的な望ましい特徴は、拡散層に接触する全ての入射光の散乱が、光
方向転換層に接触しない光のグレアでさえも低減することである。光方向転換層に接触し
ない入射光は正常なグレアを作り出すことができる。入射光が光方向転換層に接触するこ
とができないのは、それが方向転換され得ない入射角であるためか、又は、方向転換層を
含まない窓の部分に入射光が接触しているためかのいずれかによる（光方向転換層が窓の
一部のみにあることが望ましい場合があり、光方向転換層に模様があってもよい、すなわ
ち、連続層でなくてもよい）。光拡散層及び光方向転換層をともに積層して、複合多層構
成体を形成してもよく、あるいは、それらの層は分離された物品であってもよい。ハイブ
リッド構成体には追加層が存在してもよい。
【００３５】
　使用できる好適な追加層の例としては、例えば、低放射率（Ｌｏｗ－ｅ）層、赤外光拒
絶層、及び色層又は着色層が挙げられる。Ｌｏｗ－ｅ層の例には、中～遠赤外線エネルギ
ーを反射するＬｏｗ－ｅコーティングがある。Ｌｏｗ－ｅコーティングには概して２つの
タイプがあり、通常「ハードコーティング」と呼ばれる熱分解によるＬｏｗ－ｅコーティ
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ングは、ガラス製造の間に適用され、通常「ソフトコーティング」と呼ばれる真空プロセ
ス中に適用されるＬｏｗ－ｅコーティングは、ガラスプレートが製造された後に適用され
る。Ｌｏｗ－ｅコーティングは、例えばグレージング基材上に使用された場合、追加的な
コーティング又は層が配置されるグレージング表面上には概して存在しない。例えば、グ
レージング基材がＬｏｗ－ｅコーティングを有する場合、可視光拡散層及び／又は光方向
転換層はそのＬｏｗ－ｅコーティング表面に付着しない。
【００３６】
　赤外光拒絶層の例としては、広範囲の可能な層が含まれる。赤外光は赤外光の反射によ
って、赤外光の吸収によって、又はそれらの組み合わせによって拒絶され得る。可視光の
透過を可能にする一方で赤外光を反射するために様々な多層フィルムが開発されてきた。
そのような多層フィルムの例としては、米国特許第４，７９９，７４５号及び同第６，０
０７，９０１号に記載されているようなＦａｂｒｙ－Ｐｅｒｏｔ干渉フィルターが挙げら
れる。その他の例には、例えば、米国特許第３，６１０，７２４号（Ｒｏｇｅｒｓ）、米
国特許第３，７１１，１７６号（Ａｌｆｒｅｙ，Ｊｒ．ら）、米国特許第４，４４６，３
０５号（Ｒｏｇｅｒｓら）、米国特許第４，５４０，６２３号（Ｉｍら）、米国特許第５
，４４８，４０４号（Ｓｃｈｒｅｎｋら）、米国特許第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚ
ａら）、米国特許第６，０４５，８９４号（Ｊｏｎｚａら）、米国特許第６，５３１，２
３０号（Ｗｅｂｅｒら）、ＰＣＴ公開特許第ＷＯ　９９／３９２２４号（Ｏｕｄｅｒｋｉ
ｒｋら）及び米国公開特許第２００１／００２２９８２号（Ｎｅａｖｉｎら）、並びに同
第２００６／０１５４０４９号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）が挙げられる。このようなポリマ
ー多層光学フィルムでは、個々の層の構成にポリマー材を優勢的に又は独占的に使用する
。このようなフィルムは、大量製造プロセスに対応することができ、大型のシート及びロ
ール商品の形で作製してもよい。
【００３７】
　赤外光は、赤外光反射層の代わりに、又はそれと併用して、赤外線吸収層を使用するこ
とによってもまた拒絶することができる。そのような赤外光吸収層の例は、硬化した高分
子バインダー内に分散された赤外線吸収性ナノ粒子を含む層である。いくつかの実施形態
では、この赤外光吸収層は、１～２０マイクロメートル、又は１～１０マイクロメートル
、又は１～５マイクロメートルの範囲の厚さを有する。この赤外光吸収層は、複数の金属
酸化物ナノ粒子を含むことができる。金属酸化物ナノ粒子の部分的な列挙には、スズ、ア
ンチモン、インジウム、及び亜鉛の酸化物、並びにドープ酸化物が含まれる。一部の実施
形態では、金属酸化物ナノ粒子としては、酸化スズ、酸化アンチモン、酸化インジウム、
インジウムドープ酸化スズ、アンチモンドープ酸化インジウムスズ、酸化アンチモンスズ
（antinomy tin oxide）、アンチモンドープ酸化スズ、又はこれらの混合物が挙げられる
。一部の実施形態では、金属酸化物ナノ粒子としては、酸化スズ又はドープ酸化スズが挙
げられ、任意に、更に酸化アンチモン及び／又は酸化インジウムが挙げられる。ポリマー
バインダー層は、ポリマーバインダー層全体に分散させた赤外放射吸収ナノ粒子を含む。
赤外放射吸収ナノ粒子は、赤外放射を優先的に吸収する任意の材料を含んでいてもよい。
好適な材料の例としては、金属酸化物、例えばスズ、アンチモン、インジウム、及び亜鉛
の酸化物、並びにドープ酸化物が挙げられる。場合によっては、金属酸化物ナノ粒子とし
ては、酸化スズ、酸化アンチモン、酸化インジウム、インジウムドープ酸化スズ、アンチ
モンドープ酸化インジウムスズ、酸化アンチモンスズ（antinomy tin oxide）、アンチモ
ンドープ酸化スズ、又はこれらの混合物が挙げられる。一部の実施形態では、金属酸化物
ナノ粒子としては、酸化アンチモン（ＡＴＯ）及び／又は酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）
が挙げられる。場合によっては、赤外放射線吸収性のナノ粒子は、六ホウ化ランタンすな
わちＬａＢ６を含むこと又はそれで作ることができる。
【００３８】
　任意の追加層は、色層又は着色層もまた含むことができる。これらをグレージング基材
又は他の層に適用することができる。これらの層はフィルム層又はコーティングであり得
る。
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【００３９】
　上述したように、光拡散層及び／又は光方向転換層が第１グレージング基材の一部分の
みを覆うことが望ましい場合がある。第１グレージング基材は、第１主面及び第２主面を
有する。これらの表面のそれぞれは表面積値を有する。したがって、光拡散層及び／又は
光方向転換層が、それが接着される表面の表面積値の一部分のみを覆うことが望ましい場
合がある。
【００４０】
　多様なグレージング基材は、この開示のグレージングユニットにおいて適している。幾
つかの実施形態では、単一のグレージング基材が存在し、他の実施形態では、複数のグレ
ージング基材が存在する。いくつかの実施形態では、光拡散・光方向転換ハイブリッド構
成体はグレージング基材の外面に取り付けられ、他の実施形態では、ハイブリッド構成体
は２つのグレージング基材の間に位置づけられる。
【００４１】
　好適なグレージング基材は、少なくとも光学的に透過性であり、光学的に透明であり得
る。好適な基材の例としては、例えば、窓が挙げられる。窓は、様々なガラスなどの、様
々な又は異なる種類のグレージング基材から、又はポリカーボネート又はポリメチルメタ
クリレートなどのポリマー材料から作製され得る。いくつかの実施形態において、窓はま
た、追加的な層又は処理を含み得る。追加的な層の例としては、例えば、着色性、耐破砕
性などを提供するように設計されたフィルムの追加的な層が挙げられる。窓の、存在し得
る追加的な処理としては、例えば、ハードコートなどの様々な種類のコーティング、及び
修飾的エッチングなどのエッチングが挙げられる。
【００４２】
　いくつかの実施形態では、グレージング基材は一重ペイン基材であり、光拡散・光方向
転換ハイブリッド構成体はその一重ペインのグレージング基材の外面に付着される。入射
太陽光が光方向転換層に当たる前に光拡散層と接触する配向が維持される限りは、様々な
層の構成が好適である。例えば、光拡散層をグレージング基材の内面すなわち建物の内側
に面する側に配置することができる。光方向転換層は拡散層に直接付着されてもよく、そ
うでなければ、任意の追加層が光方向転換層の機能を妨げない限りは、任意の追加層を介
在させてもよい。他の実施形態では、拡散層、光方向転換層、及び任意の所望の層をグレ
ージング基材の外面すなわち外部環境に面する側に適用することができる。更に他の実施
形態では、拡散層をグレージング基材の外面に配置し、光方向転換層をグレージング基材
の内面に配置することができる。これらの実施形態において、グレージング基材は拡散層
と光方向転換層との間にある。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、１つ以上のグレージング基材が存在する。１つ以上のグレー
ジング基材を含む様々な異なる構成が可能である。例えば、２つのグレージング基材をと
もに接着して本質的により厚いグレージング基材を形成することにより、グレージング基
材を一重ペイン基材のように扱うことができる。それら２つのペイン又はグレージングは
、多くの場合、例えば、ポリビニルブチラール等の接着剤によりともに保持されて、粉砕
抵抗を提供するために２つの窓ガラス間にフィルムの層を有することができる（このタイ
プのグレージングの例は、自動車のフロントガラスに使用されるような安全ガラスである
）。これらの多重グレージング基材では、光拡散層、光方向転換層、及び任意の追加層の
構成は、上記と同じである。
【００４４】
　他の二重ペイングレージングでは、その２枚のグレージングペインは互いに平行であり
、空間により分離されている。幾つかの断熱窓では、その空間は、２枚のグレージングペ
インの間に「デッドスペース」を提供するように真空にされる。このタイプのグレージン
グでは、光拡散層及び光方向転換層は、一重のグレージング基材に関して上述した構成と
同じグレージング基材上に構成される。
【００４５】
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　このハイブリッド構成体は、第１グレージング基材上に配置された可視光拡散層もまた
備える。様々な種類の光拡散層が適している。いくつかの実施形態では、光拡散層は、第
１グレージング基材に付着された光拡散フィルム又はコーティングを備える。他の実施形
態では、光拡散層は、第１グレージング基材の表面上に存在する光を散乱することが可能
なテクスチャード表面又はトポグラフィーを備える。更に他の実施形態では、光拡散層は
、光拡散基材の表面上に存在する光を散乱することが可能なテクスチャード表面又はトポ
グラフィーを備えるグレージング基材のような光拡散基材を備えるか、又は、基材マトリ
ックス内若しくは硬化したバインダーマトリックス内に表面コーティングとして存在する
光拡散粒子を含むことができる。これらの実施形態では、光拡散基材は第１グレージング
基材から分離されている。
【００４６】
　多くの実施形態で、光拡散層は、可視光のバルク拡散を提供することができる光拡散フ
ィルム又はコーティングを含む。これらの光拡散フィルム又はコーティングは、光の拡散
のほかにも追加的な機能を備えることができる。例えば、コーティングは、掻き傷、傷又
は汚れに対する抵抗を提供するハードコートであってもよく、若しくは接着特性を有して
もよい。フィルムは、赤外光反射のような光制御特性又は例えば粉砕抵抗のような物理的
特性を提供することができる。
【００４７】
　典型的には、これらのフィルム又はコーティングは、硬化したバインダーマトリックス
内に分散した光散乱粒子を含む。光散乱粒子及びバインダーは異なる屈折率を有する。多
くの実施形態において、光散乱粒子は第１の屈折率を有し、バインダーは第２の屈折率を
有し、第２の屈折率は、少なくとも０．０５の値だけ第１の屈折率と異なっている。一部
の実施形態では、光散乱粒子は第１の屈折率を有し、バインダーは第２の屈折率を有し、
第２の屈折率は、少なくとも０．１の値だけ第１の屈折率と異なっている。光拡散層は、
少なくとも１０％以上、又は少なくとも３０％以上、又は少なくとも５０％以上のヘイズ
値をハイブリッド構成体にもたらす。光拡散層の光学特性を測定するために使用すること
ができる別の特性は、クラリティである。典型的には、クラリティは１０～９９％の範囲
内である。クラリティは光の散乱の測定値でもあり、したがって、比較的高いヘイズを有
する層では、それらのクラリティもまた影響を受ける。ヘイズ及びクラリティは、ＡＳＴ
Ｍ　Ｄ　１００３－００に従って測定される。いくつかの実施形態では、光拡散層は、１
０％～９５％、又は２０％～７５％の範囲のヘイズ値をハイブリッド構成体にもたらす。
粒子は任意の有用な光散乱材料で形成することができ、任意の有用な粒径及びバインダー
内荷重を有することができる。多くの実施形態において、粒子は約１～２５マイクロメー
トルの範囲の直径、及び１．５～１．６の範囲の屈折率を有する。例示的な光拡散層は、
例示的な印刷光拡散層を説明した米国特許第６，１６３，４０２号（Ｃｈｏｕら）及びＰ
ＣＴ公開特許第ＷＯ　２００５／００５１６２号（Ｈａｙａｓｈｉら）に記載されている
。
【００４８】
　好適な拡散フィルムの例としては、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから
市販入手可能なフィルムのＦＡＳＡＲＡラインの部材が挙げられる。これらのフィルム及
びガラス板上のフィルムのいくつかの光学特性（透過率、ヘイズ値、及びクラリティ値）
を下表Ａに示す。光学特性は、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３のテスト方法に従って、「ＨＡＺＥ
－ＧＡＲＤ　ＰＬＵＳ」（ＢＹＫ－Ｇａｒｄｎｅｒ，Ｃｏｌｕｍｂｉａ，ＭＤ）を使用し
て測定することができる。表Ａで、「フィルムのみ」とは、ＦＡＳＡＲＡフィルムのみの
測定を行ったことを意味し、その他の測定値はガラス板上のＦＡＳＡＲＡフィルムの積層
体で行われた。
【００４９】
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【表１】

【００５０】
　いくつかの実施形態では、光拡散層バインダーは、ハードコートとして機能することが
できる硬化した高分子材料である。好適な高分子バインダーとしては、アクリレート及び
／又はメタクリレートモノマーの熱及び／又は紫外線重合（すなわち硬化された）生成物
が挙げられる。好適な硬化されたバインダーは、米国特許第６，３５５，７５４号に記載
のような、臭素化、アルキル置換フェニルアクリレート又はメタクリレート（例えば、４
，６－ジブロモ－２－ｓ－ブチルフェニルアクリレート）、メチルスチレンモノマー、臭
素化エポキシジアクリレート、２－フェノキシエチルアクリレート、及びヘキサ－官能性
芳香族ウレタンアクリレートオリゴマーの熱及び／又は紫外線重合生成物である。ほとん
どのタイプのエネルギー重合性の末端官能性モノマー及びオリゴマーは、これらのポリマ
ーバインダーの形成に有用であるが、アクリレートが、その高い反応性により、好ましい
。硬化可能なバインダー組成物は、気泡が組成物内に閉じ込められないように十分に低い
流動粘性のものである必要がある。反応性希釈剤は、単又は二官能性モノマー、例えば、
Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．，Ｅｘｔｏｎ，Ｐａ．から入手可能なＳＲ－３３９、ＳＲ－２
５６、ＳＲ－３７９、ＳＲ－３９５、ＳＲ－４４０、ＳＲ－５０６、ＣＤ－６１１、ＳＲ
－２１２、ＳＲ－２３０、ＳＲ－２３８、及びＳＲ－２４７などとすることができる。典
型的な有用なオリゴマー及びオリゴマーブレンドとしては、Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．，
Ｅｘｔｏｎ，Ｐａ．から入手可能な、ＣＮ－１２０、ＣＮ－１０４、ＣＮ－１１５、ＣＮ
－１１６、ＣＮ－１１７、ＣＮ－１１８、ＣＮ－１１９、ＣＮ－９７０Ａ６０、ＣＮ－９
７２、ＣＮ－９７３Ａ８０、ＣＮ－９７５、及びＳｕｒｆａｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅ
ｓ，Ｓｍｙｒｎａ，Ｇａ．から入手可能な、Ｅｂｅｃｒｙｌ　１６０８、３２００、３２
０１、３３０２、３６０５、３７００、３７０１、６０８、ＲＤＸ－５１０２７、２２０
、９２２０、４８２７、４８４９、６６０２、６７００－２０Ｔが挙げられる。付加的に
、多官能性架橋剤は、耐久性のある高架橋密度の複合材料マトリックスを実現するのに役
立つことができる。多官能性モノマーの例としては、Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．，Ｅｘｔ
ｏｎ，Ｐａ．から入手可能な、ＳＲ－２９５、ＳＲ－４４４、ＳＲ－３５１、ＳＲ－３９
９、ＳＲ－３５５及びＳＲ－３６８、並びに、Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ
，Ｓｍｙｒｎａ，Ｇａ．から入手可能な、ＰＥＴＡ－Ｋ、ＰＥＴＩＡ及びＴＭＰＴＡ－Ｎ
が挙げられる。多官能性モノマーを架橋剤として用いて、重合性組成物を重合させるバイ
ンダーポリマーのガラス転移温度を上昇させることができる。光拡散層バインダーは硬質
樹脂又はハードコートを形成することができる。用語「硬質樹脂」又は「ハードコート」
の意味は、結果として生じる硬化ポリマーが、ＡＳＴＭ　Ｄ－８８２－９１手順に従って
評価されたときに、破断点伸びとして５０パーセント未満又は４０パーセント未満又は３
０パーセント未満又は２０パーセント未満又は１０パーセント未満又は５パーセント未満
を示すということである。いくつかの実施形態では、硬質樹脂ポリマーは、ＡＳＴＭ　Ｄ
－８８２－９１の手順に従って評価されたときに、１００ｋｐｓｉ（６．８９×１０８パ
スカル）よりも大きな引張係数を示すことができる。いくつかの実施形態では、硬質樹脂
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ポリマーは、５００ｇ荷重下で５０サイクルをＡＳＴＭ　Ｄ　１０４４－９９に従ってテ
ーバー磨耗試験機（Taber abrader）で試験されたときに、１０％未満又は５％未満のヘ
イズ値を示すことができる（ヘイズは、Ｈａｚｅ－Ｇａｒｄ　Ｐｌｕｓ，ＢＹＫ－Ｇａｒ
ｄｎｅｒ，Ｍｄ．のヘイズメータによって測定することができる）。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、光拡散層バインダーは、接着剤として機能することができる
硬化した高分子材料である。これらの接着層は、他の層とともに結合するための接着を提
供する一方で、光の拡散もまたもたらすことができる。これらの接着層は、硬化性の層で
もよく、又は、感圧接着層若しくは熱活性化接着層であってもよい。光拡散性を有する感
圧接着層の例としては、ＰＣＴ公開特許第ＷＯ　９７／０１６１０号（Ｇｏｅｔｚら）及
び第ＷＯ　２０１０／０３３５７１号（Ｓｈｅｒｍａｎら）、並びに米国公開特許第２０
１０／０２９７４０６号（Ｓｃｈａｆｆｅｒら）に記載されているものが挙げられる。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、光拡散層は第１グレージング基材上の光拡散表面である。光
拡散表面は、光が光拡散表面を通じて透過する際に光を散乱する（表面光拡散）能力を有
するテクスチャード表面又はトポグラフィーを備えることができる。テクスチャード表面
又はトポグラフィーは、任意の有用な手法により形成することができる。一部の実施形態
では、テクスチャード表面は、エンボス加工又は腐食（例えば、サンドブラスティング）
によって形成する。他の実施形態においては、テクスチャード表面は、テクスチャードマ
スタ表面上に鋳造することによって形成する。テクスチャード表面は、ランダムに若しく
は非ランダムに配置されているか又は表面に沿って形成されている複数の山と谷とによっ
て画定することができる。これらの山及び谷は、光拡散表面を通じて透過する光の分散又
は拡散に効果的である。光拡散表面は、少なくとも１０％以上、又は少なくとも３０％以
上、又は少なくとも５０％以上のヘイズ値をハイブリッド構成体に提供する。ヘイズの測
定はＡＳＴＭ　Ｄ　１００３－００に従って行う。いくつかの実施形態では、光拡散表面
は、１０％～９５％、又は２０％～７５％の範囲のヘイズ値をハイブリッド構成体にもた
らす。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、光拡散層は、グレージング基材のような光拡散基材を備える
。光拡散基材は、光拡散基材の表面上に存在する光を散乱することが可能なテクスチャー
ド表面又はトポグラフィーを備えることができる。いくつかの実施形態では、光拡散基材
は、基材マトリックス内に光拡散粒子を備えることができる。光拡散粒子を基材マトリッ
クスと共に備える光拡散基材の例としては、ポリカーボネート又はポリメチルメタクリレ
ートに組み入れられる又は基材へのコーティングとして適用される光拡散粒子を用いて調
製されたポリカーボネート基材又はポリメチルメタクリレート基材が挙げられる。
【００５４】
　光拡散層がフィルムである実施形態では、それは、熱積層又は接着層の使用によるなど
様々な方法で第１グレージング基材に接着され得る。熱積層には、光拡散フィルムをグレ
ージング基材に適用することと、フィルムをグレージング基材表面に接着するように熱と
圧力を適用することと、が関与する。多くの実施形態において、接着層を使用して光拡散
層を第１グレージング基材に接着することが望ましい場合がある。
【００５５】
　接着層としての使用に好適な接着剤の例としては、例えば、熱活性化接着剤、感圧接着
剤、又は硬化性接着剤が挙げられる。好適な光学的に透明な硬化性接着剤の例としては、
米国特許第６，８８７，９１７号（Ｙａｎｇら）に記載されるものが挙げられる。接着剤
の特性により、接着剤コーティングは、これに取り付けられた剥離ライナーを有してもよ
く、接着剤コーティングが表面に時期尚早に接着することを防ぎ、接着剤表面に接着し得
る汚れ及び他のくずから保護する。剥離ライナーは典型的には、光方向転換積層体が基材
に取り付けられるまで、適所に留まる。典型的には、感圧接着剤が使用される。
【００５６】
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　広範な感圧接着剤組成物が好適である。いくつかの実施形態において、感圧接着剤は光
学的に透明である。感圧接着剤組成物は、感圧接着剤特性を有するいずれかの材料であり
得る。更に感圧接着剤構成要素は、１種類の感圧接着剤であり得、又は感圧接着剤は２種
以上の感圧接着剤の組み合わせであり得る。
【００５７】
　好適な感圧接着剤としては、例えば、天然ゴム、合成ゴム、スチレンブロックコポリマ
ー、ポリビニルエーテル、（アクリレートとメタクリレートの両方を含む）ポリ（メタ）
アクリレート、ポリオレフィン、シリコーン又はポリビニルブチラールに基づくものが挙
げられる。
【００５８】
　光学的に透明な感圧接着剤は、（メタ）アクリレート系感圧接着剤であり得る。有用な
アルキル（メタ）アクリレート（すなわち、アクリル酸アルキルエステルモノマー）とし
ては、そのアルキル基が４～１４個まで、とりわけ４～１２個までの炭素原子を有する、
非三級アルキルアルコールの直鎖若しくは分枝状一官能性アクリレート又はメタクリレー
トが挙げられる。ポリ（メタ）アクリル感圧接着剤は、例えば、イソオクチルアクリレー
ト、イソノニルアクリレート、２－メチル－ブチルアクリレート、２－エチル－ヘキシル
アクリレート及びｎ－ブチルアクリレート、イソブチルアクリレート、ヘキシルアクリレ
ート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルアクリレー
ト、イソアミルアクリレート、ｎ－デシルアクリレート、イソデシルアクリレ－ト、イソ
デシルメタクリレート、アクリル酸イソボルニル、４－メチル－２－ペンチルアクリレー
ト、及びドデシルアクリレートなどの、例えば、少なくとも１種のアルキル（メタ）アク
リレートエステルモノマー、並びに、例えば、（メタ）アクリル酸、ビニルアセテート、
Ｎ－ビニルピロリドン、（メタ）アクリルアミド、ビニルエステル、フマル酸エステル、
スチレンマクロマ、アルキルマレアート及びアルキルフマレート（それぞれ、マレイン酸
及びフマル酸系）又はこれらの組み合わせなどの少なくとも１種の任意のコモノマー成分
から誘導される。
【００５９】
　いくつかの実施形態において、ポリ（メタ）アクリル系感圧接着剤は、約０～約２０重
量パーセントのアクリル酸と、約１００～約８０重量パーセントの、イソオクチルアクリ
レート、２－エチル－ヘキシルアクリレート、又はｎ－ブチルアクリレート組成物のうち
の少なくとも１つから誘導される。
【００６０】
　いくつかの実施形態において、接着層は、少なくとも部分的にポリビニルブチラールか
ら形成される。ポリビニルブチラール層は、既知の水性又は溶媒系アセタール化プロセス
を介して形成してもよく、このプロセスでは、ポリビニルアルコールは酸性触媒の存在下
でブチルアルデヒドと反応する。いくつかの場合において、ポリビニルブチラール層は、
Ｓｏｌｕｔｉａ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ）から商標名「Ｂ
ＵＴＶＡＲ」樹脂として市販されているポリビニルブチラールを包含してもよく、又はこ
れから形成されてもよい。
【００６１】
　場合によっては、ポリビニルブチラール層は、樹脂と（所望により）可塑剤とを混合し
て、混合製剤を、シートダイを通して押し出すことにより製造してもよい。可塑剤が包含
される場合、ポリビニルブチラール樹脂は、樹脂１００部当たり約２０～８０部、又はお
そらく約２５～６０部の可塑剤を包含してよい。好適な可塑剤の例には、多塩基酸又は多
価アルコールのエステルが挙げられる。好適な可塑剤は、トリエチレングリコールビス（
２－エチルブチラート）、トリエチレングリコールジ－（２－エチルヘキサノエート）、
トリエチレングリコールジヘプタノエート、テトラエチレングリコールジヘプタノエート
、ジヘキシルアジパート、ジオクチルアジパート、ヘキシルシクロへキシルアジパート、
ヘプチル及びノニルアジパートの混合物、ジイソノニルアジパート、ヘプチルノニルアジ
パート、ジブチルセバケート、油変性セバシン酸アルキドのような高分子可塑剤、米国特
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許第３，８４１，８９０号に開示されているようなホスフェート及びアジパートの混合物
、米国特許第４，１４４，２１７号に開示されているようなアジパートである。
【００６２】
　接着層は、架橋され得る。接着剤は、熱、水分又は放射線によって架橋され得、共有結
合架橋網を形成して、これが接着剤の流動能力を変性する。架橋剤が、全ての種類の接着
剤配合物に追加され得るが、コーティング及びプロセス条件によって、硬化は、熱又は放
射線エネルギーにより又は水分により活性化され得る。架橋剤の追加が望ましくない場合
において、所望により、電子ビームへの暴露によって接着剤を架橋することができる。
【００６３】
　架橋度は、特定の性能要件を満たすように制御され得る。接着剤は、任意により、１つ
以上の接着剤を更に含むことができる。重合方法、コーティング方法、最終用途などによ
り、開始剤、充填剤、塑性剤、粘着付与剤、連鎖移動剤、繊維強化剤、織布及び不織布、
起泡剤、抗酸化剤、安定剤、難燃剤、増粘剤並びにこれらの混合物からなる群から選択さ
れる添加物が使用され得る。
【００６４】
　光学的に透明であることに加え、感圧接着剤は、これを窓などの大きな基材に積層する
ために好適なものにする、追加的な特徴を有し得る。これらの追加的な特徴には、一時的
除去可能性がある。一時的に除去可能な接着剤は、比較的低い初期接着性を有するもので
あり、基材からの一時的除去可能性及びこれへの再配置性を可能にし、時間をかけて接着
を構成し、十分な強度の結合を形成する。一時的に除去可能な接着剤の例は、例えば、米
国特許第４，６９３，９３５号（Ｍａｚｕｒｅｋ）に記載される。あるいは、又は加えて
、一時的に除去可能であることの代わりに、又はこれに加えて、感圧接着層は、微細構造
化表面を含んでもよい。この微細構造化表面は、接着剤が基材に積層される際の空気の排
出を可能にする。光学的用途において、典型的には、接着剤は、微細構造が時間をかけて
消え、したがって接着層の光学的特性に影響を与えない程度において、基材の表面を湿ら
せ、流れる。微細構造化接着剤表面は、微細構造化表面を有する剥離ライナーなどの微細
構造化ツールに接着剤表面を接触させることによって得られる場合がある。
【００６５】
　感圧接着剤は、本質的に粘着性であってよい。望ましい場合は、感圧接着剤を形成する
ため、粘着付与剤を基材に加えることができる。有用な粘着付与剤として、例えば、ロジ
ンエステル樹脂類、芳香族炭化水素樹脂類、脂肪族炭化水素樹脂類、及びテルペン樹脂類
が挙げられる。感圧接着剤の光学的透明性を低減させない限り、例えば、油、可塑剤、酸
化防止剤、紫外線（「ＵＶ」）安定剤、水素添加ブチルゴム、顔料、硬化剤、ポリマー添
加剤、増粘剤、連鎖移動剤及びその他の添加物などの他の材料を、特別な目的のために加
えることができる。いくつかの実施形態において、感圧接着剤は、紫外線吸収剤（ＵＶＡ
）又はヒンダードアミン光安定剤（ＨＡＬＳ）を含有し得る。好適なＵＶＡとしては、例
えば、Ｃｉｂａ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ，ＮＹ）からＴＩＮＵＶＩＮ　Ｐ、２１３、２３４
、３２６、３２７、３２８、４０５及び５７１として入手可能な化合物などのベンゾトリ
アゾールＵＶＡが挙げられる。好適なＨＡＬＳとしては、Ｃｉｂａ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ
，ＮＹ）からＴＩＮＵＶＩＮ　１２３、１４４及び２９２として入手可能な化合物が挙げ
られる。
【００６６】
　ハイブリッド構成体は、可視光拡散層に隣接する光方向転換層もまた備える。上述のよ
うに、光方向転換層は、グレージング物品の構成に依存して、可視光拡散層に、又は第１
グレージング基材に、又は可視光拡散層若しくは第１グレージング基材と光方向転換層と
の間のいくつかの他の任意の中間層に、接着することができる。光方向転換層は、例えば
上述の接着層のような接着層によってこれらの層のいずれかに接着することができる。
【００６７】
　光方向転換層の表面は、微細構造化表面を有する光学基材を備える。微細構造化表面は
、複数のプリズム構造の規則的な配列を備える。プリズム構造の規則的な配列は微細構造
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アレイを形成することができる。アレイは、様々な要素を有し得る。例えば、アレイは、
線形（すなわち、一連の平行な線）、正弦波形状（すなわち、一連の波形の線）、ランダ
ム、又はこれらの組み合わせであり得る。様々な種類のアレイが可能であるが、アレイ要
素が別個であり得るもの、すなわち、アレイ要素が交差又は重複しないものが望ましい。
いくつかの実施形態では、プリズムは対称であり、他の実施形態ではプリズムは非対称の
多面屈折性プリズムである。
【００６８】
　好適な対称プリズム構造は、米国公開特許第２００８／０２９１５４１号（Ｐａｄｉｙ
ａｔｈら）に記載されている。いくつかの実施形態では、隣接するプリズム構造の間に形
成される空洞の内部に充填層が配置される。これらの実施形態では、充填層は、プリズム
構造の屈折率の値と異なる屈折率の値を有する。この差は、０．０５以上又は０．１以上
の値であってよい。充填層は、例えばポリマー材料のような任意の有用な可視光透過性材
料で形成することができる。
【００６９】
　いくつかの実施形態では、充填層は、複数のプリズム構造からきれいに取り除くことが
できる。例えば、ハイブリッド構成体をグレージング基材上に適用することができ、次い
で、充填層を取り除いて、プリズム構造を露出することができる。したがって、充填層は
、ハイブリッド構成体が適用されるまでプリズム構造を保護し、次いで、所望により取り
除くことができる。用語「きれいに」取り除くは、プリズム構造上に充填層の残留物を実
質的に残さないこと、且つまた、充填層上にプリズム構造の残留物を実質的に残さないこ
とを意味する。いくつかの実施形態では、充填層は、プリズム構造の形成を助けるために
構造テンプレートとして使用される。
【００７０】
　プリズム構造及び／又は充填層は、任意の有用な重合性組成物で形成することができる
。多くの実施形態では、プリズム構造及び／又は充填層は、異なる重合性組成物から形成
される。いくつかの実施形態では、重合性組成物は、モノ－、ジ－若しくは更に官能性の
高いモノマーを含むモノマー、及び／又はオリゴマーで形成され、いくつかの実施形態で
は、例えば約１．４超又は約１．５超の高屈折率を有するもので形成される。モノマー及
び／又はオリゴマーは、紫外線を使用して重合可能であってよい。好適な材料としては、
（メタ）アクリレート、ハロゲン化誘導体、テレケリック（telechelic）誘導体等、例え
ば、米国特許第４，５６８，４４５号、同第４，７２１，３７７号、同第４，８１２，０
３２号、同第５，４２４，３３９号、及び同第６，３５５，７５４号に記載されているも
のが挙げられる。いくつかの実施形態では、重合性組成物としては、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリエチレンナフタレート、ナフタレンジカルボン酸に基づくコポリエステル
、又はポリエステルブレンドのようなポリエステル、ポリカーボネート、ポリスチレン、
スチレン－アクリロニトリル、酢酸セルロース、ポリエーテルスルホン、ポリメチルメタ
クリレートのようなポリ（メチル）アクリレート、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリ
シクロ－オレフィン、ポリイミド、ガラス、又はこれらの組合せ若しくはブレンドが挙げ
られる。重合性組成物としてはまた、米国特許第６，１１１，６９６号に記載されている
ような、ナフタレート含有多層光学フィルムを挙げることができる。
【００７１】
　いくつかの実施形態では、プリズム構造の重合性組成物は米国公開特許第２００５／０
１４７８３８号に記載されている。この重合性組成物は、主要部分の２－プロペン酸、（
１－メチルエチリデン）ビス－（２，６－ジブロモ－４，１－フェニレン）オキシ（２－
ヒドロキシ－３，１－プロパンジイル））エステル、ペンタエリスリトールトリ（メタ）
アクリレート、及びフェノキシエチル（メタ）アクリレートを含む第１モノマーを含む。
【００７２】
　いくつかの実施形態では、プリズム構造は線形プリズム構造、又は錐体プリズム構造で
ある。いくつかの実施形態では、プリズム構造は線形プリズム構造又は非線形若しくは破
線形プリズム構造である。プリズム構造は光方向転換層上の入射可視光の少なくとも一部
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分を方向転換する。多くの実施形態において、光方向転換層上の入射可視光の少なくとも
５０％は光方向転換層によって方向転換される。多くの実施形態において、複数のプリズ
ム構造は協調動作して、入射光の少なくとも一部分を実質的に同じ１つの又は複数の方向
に方向付ける。この光を方向転換する効果は、プリズム構造境界面における屈折に起因す
る。
【００７３】
　対称なプリズム構造は規則的な先の尖ったプリズム構造でもよく、又は、所望により、
例えば先の尖った先端、丸い先端、及び／又は切頭された先端など、他の有用な構成を有
してもよい。プリズム構造は、必要に応じて、変動する高さ、空間的に変動するピッチ、
又は空間的に変動するファセット角を有することができる。いくつかの実施形態では、プ
リズム構造は、５０～２０００マイクロメートル、又は５０～１０００マイクロメートル
の範囲のピッチ及び高さを有する。
【００７４】
　いくつかの実施形態では、この微細構造化表面は、複数の非対称な多面屈折性プリズム
の規則正しい配列を備える。好適な非対称な多面プリズム構造は、「Ｌｉｇｈｔ　Ｒｅｄ
ｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｓ」と題する２００９年１２月１７日付出
願の係属中の米国特許出願第６１／２８７３６０号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）並びに「Ｌｉ
ｇｈｔ　Ｒｅｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　Ｆｉｌｍ　Ｌａｍｉｎａｔｅ」と題する２００９年１
２月１７日付出願の第６１／２８７３５４号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）に記載されている。
プリズムは、入射する太陽光（これは上からフィルム上へと、基材と垂直な方向から１５
～８０°の角度で入射する）が部屋の天井の方へと上方に方向変換される一方で、下から
の入射光が下方向へと方向転換されないように、非対称であることが望ましい場合がある
。対称的な構造のアーチファクトは、下方に向けられた光が観察者にとって可視であるこ
とであり、これは望ましくない。
【００７５】
　複数の非対称多面屈折性プリズムは、光方向転換フィルムを含む窓又は他の開口部を含
む部屋の天井に向けて、入射する太陽光を効果的に方向変換するように設計される。典型
的に、非対称多面屈折性プリズムは、３つ以上、より典型的には４つ以上の面を含む。プ
リズムは光学フィルムの表面から生じる順序付けられた配列の突起部として観察され得る
。典型的にはこれらの突起部のアスペクト比は１以上であり、すなわち、突起部の高さは
、少なくとも突起部の基部における幅と、少なくとも同等である。いくつかの実施形態に
おいて、突起部の高さは少なくとも５０マイクロメートルである。いくつかの実施形態に
おいて、突起部の高さは２５０マイクロメートル以下である。これは、非対称構造が典型
的には光学基材の第１主面から５０マイクロメートル～２５０マイクロメートルだけ突出
していることを意味する。
【００７６】
　代表的な非対称の光方向転換プリズム構造構成体を図１～３に示す。図１は、光学基材
１０５及び単一のプリズム１１５の断面を含む光方向転換プリズム構造構成体１００を示
す。プリズム１１５は４つの面、光学基材１０５に隣接する面Ａ、面Ａに接合される面Ｂ
、面Ａに接合される面Ｃ、並びに面Ｂ及び面Ｃに接合される面Ｄを有する。
【００７７】
　面Ｂはこれが、光学基材の第２主面に入射する、太陽光線に対して、全内部反射を生じ
るような様式で角度を有する。太陽光は、光学基材の第２主面上から入射して、典型的に
は、時刻、時期、光方向転換構成体の地理的位置などによって、光学基材の第１主面の垂
線から約１５～８０°の角度を形成する。入射光線はプリズム１１５に入り、全内部反射
の現象により面Ｂから反射される。全内部反射を達成するため、面Ｂが面Ａと垂直ではな
く、図１に示されるように、垂線から角θだけオフセットされていることが望ましい。角
θの値の選択は、例えば、光管理フィルムを調整するために使用される組成物材料の屈折
率、光管理フィルムの使用のために推奨される地理的位置などを含む様々な可変の特性に
依存するが、典型的には、角θの値は６～１４°又は更に６～１２°である。
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【００７８】
　面Ｃは面Ａに接合され、面Ａを面Ｄに接続している。面Ａが面Ａに対して垂直ではなく
、垂線から角αだけオフセットされていることが望ましい。他の特性の中でもとりわけ、
角αのオフセットは、面Ｄを通じてプリズム１１５から出る光が、隣接するプリズム（図
１には示されない）に入ることを防ぐのを助ける。角度θでは、角度αの値の選択は、隣
接するプリズムの近さ、面Ｄの特性及び大きさなどを含む、様々な可変特性に依存する。
典型的には、角度αは、５～２５°、又は更に９～２５°の範囲である。
【００７９】
　面Ｄは、方向転換された光線がプリズムから出る、プリズムの面である。図１において
面Ｄは、単一の面として示されるが、面Ｄは一連の面を含むことがある。また、図１にお
いて面Ｄは、曲面として示されるが面Ｄは全ての実施形態において湾曲している必要はな
い。面Ｂから反射される光線は、面Ｄにより、部屋の間接照明を改善するために有効な方
向に反射される。これは、面Ｄから反射する光線は、面Ａと垂直、又は垂直から離れた角
度で、部屋の天井の方に向けて方向転換されることを意味する。
【００８０】
　いくつかの実施形態において、面Ｃは湾曲していてもよく、面Ｄは湾曲していてもよく
、又は面Ｃと面Ｄの組み合わせが単一の連続的な曲面を形成してもよい。他の実施形態に
おいて、面Ｃ若しくはＤ又は、面Ｃ及びＤが共に、一連の面を含み、一連の面は構造化表
面を含む。構造化表面は、規則的又は不規則的であってよく、すなわち、構造は規則的パ
ターン又はランダムパターンを形成し、均一であってもよく、又は構造は異なってもよい
。これらの構造は、これらが微細構造上にあるために、典型的には非常に小さい。典型的
には、これらの構造の各寸法（高さ、幅及び長さ）は、面Ａの寸法よりも小さい。
【００８１】
　図２は、光方向転換プリズム構造構成体の別の実施形態を示す。図２では、光方向変換
構成体２００は、光学基材２０５及び単一のプリズム２１５の断面を含む。プリズム２１
５は４つの面、光学基材２０５に隣接する面Ａ、面Ａに接合される面Ｂ、面Ａに接合され
る面Ｃ、並びに面Ｂ及び面Ｃに接合される面Ｄを有する。面Ｄは副次的な面Ｄ１を含む。
副次的な面Ｄ１は、ある点で面Ｂに接合される。この点は、グレージング基材又は任意の
カバーフィルムとの接触点を提供する（グレージング基材又は任意のカバーフィルムは図
２には示されない）。角θ及びαは、図１で定義されるとおりである。
【００８２】
　図３は、光方向転換プリズム構造構成体の別の実施形態を示す。図３では、光方向変換
構成体３００は、光学基材３０５及び単一のプリズム３１５の断面を含む。プリズム３１
５は４つの面、すなわちフィルム３０５に隣接する面Ａ、面Ａに接合される面Ｂ、面Ａに
接合される面Ｃ、並びに面Ｂ及び面Ｃに接合される面Ｄを有する。面Ｄは副次的な面Ｄ２
を含む。副次的な面Ｄ２は、面Ｂに接合され、グレージング基材又はカバーフィルムと結
合ゾーンを形成するように設計される（グレージング基材又はカバーフィルムは図３に示
されない）。角θ及びαは、図１で定義されるとおりである。
【００８３】
　光方向転換層の表面全体は微細構造を含んでもよく、又は、微細構造が光方向転換層の
第１面の一部分のみに存在していてもよい。このことは、ハイブリッド構成体が例えば窓
のようなグレージング物品に組み込まれるグレージング物品に取り付けられる場合は特に
真実である。望ましい光方向転換効果を生成するために、グレージング基材の表面全体が
微細構造化表面を含むことが必要でもなく、望ましいとも限らない。
【００８４】
　可視光拡散層と光方向転換層は互いに隣接している。いくつかの実施形態では、可視光
拡散層と光方向転換層は互いに接着されて光方向転換構成体を構成する。様々な種類のそ
のような複合構成体が可能である。例えば、いくつかの実施形態では、光拡散層は第１グ
レージング基材の表面に組み込まれて、光方向転換フィルムがこの表面に接着される場合
がある。他の実施形態では、可視光拡散層と光方向転換層との両方が高分子フィルムであ
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ってよく、それらが互いに積層されて第１グレージング基材に接着される場合がある。こ
の複合構成体は、上述のような接着層の使用を通じて、互いに及び第１グレージング基材
に接着することができる。
【００８５】
　第１グレージング基材と、その第１グレージング基材上に配置された可視光拡散層と、
その可視光拡散層に隣接する光方向転換層とを備え、入射する太陽光が光方向転換層に接
触する前に可視光拡散層と接触するように、その可視光拡散層及び光方向転換層が配向さ
れる、ハイブリッド構成体のいくつかの特定の実施形態を図４～６に示す。
【００８６】
　図４で、ハイブリッド構成体４００は、第１グレージング基材４１０と、第１グレージ
ング基材４１０上に配置された可視光拡散層４２０と、光方向転換層４３０と、を備える
。この構成体は、入射する太陽光が最初に第１グレージング基材４１０に接触し、連続し
て第１グレージング基材４１０及び可視光拡散層４２０を通過してから光方向転換層４３
０に接触し、上方に方向付けられるように構成されている。可視光拡散層４２０と光方向
転換層４３０とは、分離した層でもよく、又は、例えばフィルムのような光拡散及び光方
向転換構成体の複合体であってもよい。いくつかの実施形態では、光学的に透明な接着剤
の層を使用して、可視光拡散層４２０を第１グレージング基材４１０（図に示されていな
い）に接着すること、及び／又は光方向転換層４３０を可視光拡散層４２０（図に示され
ていない）に接着することができる。上述のように、可視光拡散層４２０は、第１グレー
ジング基材４１０上のフィルム又はコーティング、テクスチャード表面又はトポグラフィ
ー、若しくは可視光拡散基材である場合がある。
【００８７】
　図５で、ハイブリッド構成体５００は、第１グレージング基材５１０と、第１グレージ
ング基材５１０上に配置された可視光拡散層５２０と、光方向転換層５３０と、を備える
。この構成体は、入射する太陽光が最初に可視光拡散層５２０に接触し、連続して可視光
拡散層５２０及び第１グレージング基材５１０を通過してから光方向転換層５３０に接触
し、上方に方向付けられるように構成されている。いくつかの実施形態では、光学的に透
明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層５２０を第１グレージング基材５１０（図に示
されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層５３０を第１グレージング基材
５１０（図に示されていない）に接着することができる。上述のように、可視光拡散層５
２０は、第１グレージング基材５１０上のフィルム又はコーティング、テクスチャード表
面又はトポグラフィー、若しくは可視光拡散基材である場合がある。
【００８８】
　図６で、ハイブリッド構成体６００は、第１グレージング基材６１０と、第１グレージ
ング基材６１０上に配置された可視光拡散層６２０と、光方向転換層６３０と、第２グレ
ージング基材６４０と、を備える。この構成体は、入射する太陽光が最初に第１グレージ
ング基材６１０に接触し、連続して第１グレージング基材６１０及び可視光拡散層６２０
を通過してから光方向転換層６３０に接触し、上方に方向付けられるように構成されてい
る。可視光拡散層６２０と光方向転換層６３０とは、分離した層でもよく、又は、例えば
フィルムのような光拡散及び方向転換構成体の複合体であってもよい。いくつかの実施形
態では、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層６２０を第１グレージング
基材６１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層６３０を可
視光拡散層６２０及び／又は第２グレージング基材６４０（図に示されていない）に接着
することができる。上述のように、可視光拡散層６２０は、第１グレージング基材６１０
上のフィルム又はコーティング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは可視
光拡散基材である場合がある。いくつかの実施形態では、光方向転換層６３０と第２グレ
ージング基材６４０との間に空隙（図に示されていない）が存在してもよい。この空隙は
、真空空間でもよく、例えば空気又は他のガスで満たされていてもよい。
【００８９】
　本開示の他の実施形態では、ハイブリッド構成体は、第１グレージング基材と、模様付
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きの可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を備える。模様付き可視
光拡散層と、この可視光拡散層に隣接する光方向転換層とは、フィルムのような複合的な
光方向転換構成体を構成してもよく、又は、分離した層であってもよい。光拡散層及び光
方向転換層はグレージング基材に対して任意の配向であってよい。模様付きの可視光拡散
層の使用は、より少ない数の拡散要素の使用の必要性と連結して、上述のような有利な特
性を提供する。これは、より安価な製造を助けることができるだけでなく、可視光に対し
て拡散性の窓の表面の部分が少なくなることは、審美的にもより魅力的であり得る。例え
ば、家庭又は事務所の窓では、可視光拡散要素を通して見る観察者は、概して、望ましい
明るい外の眺めではなく曇った眺めを見ることになる。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、模様付きの可視光拡散層は第１グレージング基材上に配置さ
れる。広範な種類の模様付き光拡散層が適している。いくつかの実施形態では、模様付き
光拡散層は、第１グレージング基材に付着された模様付き光拡散フィルム又はコーティン
グを備える。他の実施形態では、模様付き光拡散層は、第１グレージング基材の表面上に
存在する光を散乱することが可能なテクスチャード表面又はトポグラフィーを備える。更
に他の実施形態では、模様付き光拡散層は、模様付き光拡散基材の表面上に存在する光を
散乱することが可能なテクスチャード表面又はトポグラフィーを備えるグレージング基材
のような模様付き光拡散基材を備えるか、又は、基材マトリックス内か、若しくは硬化し
たバインダーマトリックス内に表面コーティングとして存在する、光拡散粒子の模様を含
むことができる。これらの実施形態では、光拡散基材は第１グレージング基材から分離さ
れている。
【００９１】
　模様付き可視光拡散層は、様々な方法により調製することができる。いくつかの実施形
態では、模様付き光拡散層は、上述の光拡散フィルム及びコーティングと同様の第１グレ
ージング基材に取り付けられた模様付きフィルム又はコーティングを備える。しかし、こ
れらのフィルム又はコーティングの光拡散要素は、連続的ではなくむしろ模様化されてい
る。
【００９２】
　模様付き光拡散層を有するフィルムは、光拡散要素を含むフィルムセグメントと光学的
に透明なフィルムとを積層することによって調製することができる。加えて、光拡散コー
ティングを光学的に透明なフィルムに適用し、硬化して、模様付き光拡散層を有するフィ
ルムを生成することができる。別の方法は、例えばＰＣＴ公開特許第ＷＯ　２００５／０
０５１６２号（Ｈａｙａｓｈｉら）に記載されているように拡散模様をフィルムに印刷す
る工程を含む。
【００９３】
　コーティングされた可視光拡散模様は、上述のもののような光拡散層を有する模様で第
１グレージング基材の少なくとも１つの表面をコーティングすることにより生成すること
ができる。
【００９４】
　様々な模様付きの拡散フィルムが市販されている。これらのフィルムとしては、３Ｍ　
Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから商標ＦＡＳＡＲＡの下で入手可能な、例えば
ＦＡＳＡＲＡ　ＡＵＲＡ　９及びＦＡＳＡＲＡ　ＬＥＩＳＥなどが挙げられる。
【００９５】
　他の実施形態では、模様付き光拡散層は、第１グレージング基材の表面上に存在する光
を散乱することが可能なテクスチャード表面又はトポグラフィーを備える。第１グレージ
ング基材の表面の表面改質は、上述のように実行することができるが、この改質では連続
した改質表面層ではなく模様付きの表面層が生成される。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、模様付きの光拡散層は第１グレージング基材ではなく光方向
転換層に配置される。これらの実施形態では、光拡散層はフィルム又はコーティングであ
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ってよく、上述の手法を用いて光方向転換層に適用される。
【００９７】
　上で述べたように、いくつかの実施形態では、模様付きの光拡散層と光方向転換層は複
合光方向転換構成体を形成する。そのような複合構成体については上で説明した。しかし
これらの実施形態では、複合構成体は、入射する太陽光が光拡散層又は光方向転換層のい
ずれかに最初に接触するような構成であってよい。
【００９８】
　第１グレージング基材と、模様付き可視光拡散層と、可視光拡散層に隣接する光方向転
換層とを備えるハイブリッド構成体のいくつかの特定の実施形態を図７～８に例示する。
【００９９】
　図７で、ハイブリッド構成体７００は、第１グレージング基材７１０と、第１グレージ
ング基材７１０上に配置された模様付き可視光拡散層７２０と、光方向転換層７３０と、
を備える。図７で、光方向転換層７３０もまた模様付きで示されているが、そのような模
様は任意である。この構成体は、入射する太陽光が最初に第１グレージング基材７１０に
接触することができるか、又はそれが最初に光方向転換層７３０に接触できるように構成
される。可視光拡散層７２０と光方向転換層７３０とは、分離した層でもよく、又は、例
えばフィルムのような光拡散及び方向転換構成体の複合体であってもよい。いくつかの実
施形態では、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層７２０を第１グレージ
ング基材７１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層７３０
を可視光拡散層７２０（図に示されていない）に接着することができる。上述のように、
模様付き可視光拡散層７２０は、第１グレージング基材４１０上のフィルム又はコーティ
ング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは模様付き可視光拡散基材である
場合がある。模様付き光拡散層７２０は図７に示したように連続層であってもよく、又は
、光拡散要素は別個になっていてもよい。
【０１００】
　図８で、ハイブリッド構成体８００は、第１グレージング基材８１０と、第１グレージ
ング基材８１０上に配置された模様付き可視光拡散層８２０と、光方向転換層８３０と、
を備える。図８で、光方向転換層８３０もまた模様付きで示されているが、そのような模
様は任意である。この構成体は、入射する太陽光が最初に模様付き光拡散層８２０に接触
することができるか、又はそれが最初に光方向転換層８３０に接触できるように構成され
る。いくつかの実施形態では、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層８２
０を第１グレージング基材８１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光
方向転換層８３０を第１グレージング基材８１０（図に示されていない）に接着すること
ができる。上述のように、模様付き可視光拡散層８２０は、第１グレージング基材８１０
上のフィルム又はコーティング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは模様
付き可視光拡散基材である場合がある。模様付き光拡散層８２０は図８に示したように連
続層であってもよく、又は、光拡散要素は別個になっていてもよい。
【０１０１】
　上述の実施形態と同様に、模様付き光拡散層及び光方向変換層を備える実施形態は、上
述のように追加的な任意の層又は基材を備えることができ、上述のように接着層の使用を
通して接着することができる。加えて、光方向転換層もまた模様付きであってよい。光方
向転換層の模様は光拡散層の模様と一致してもよく、又は、模様は異なっていてもよい。
【０１０２】
　光拡散層の模様は任意の好適な模様であってよい。好適な模様の例としては、拡散性の
縞模様、規則的な幾何学形、又は不規則な幾何学形が挙げられる。拡散性の縞模様、規則
的な幾何学形、又は不規則な幾何学形は、直線、曲線、斜線、断続線、円、多角形などの
形であってよい。簡易な製造のために、直線は特に有用である。
【０１０３】
　本開示の更に他の実施形態では、ハイブリッド構成体は、拡散層及び光方向転換層のそ
れぞれがグレージング基材の１つに配置されている少なくとも２つのグレージング基材を
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備える。これらの実施形態では、拡散層と光方向転換層の相対的配向とは無関係に、拡散
層と光方向転換層との間に介在空間が存在する。この介在空間は、一部のグレージング構
成体中に一般的であるように真空であってもよく、あるいは、この空間は空気又は他の、
例えば窒素又はアルゴンのようなガスを含んでいてもよい。
【０１０４】
　好適な光拡散層及び光方向転換層については上で説明した。これらの実施形態では、広
範な種類の光拡散層及び光方向転換層の構成が可能である。例えば、光拡散層又は光方向
転換層のいずれかを第１グレージング基材上に配置することができる。第１グレージング
基材は、グレージング物品の「外側」にあるものである（すなわち外部環境に面しており
、したがって、入射する太陽光は最初にこの基材に接触する）。また、光拡散層又は光方
向転換層は、第１グレージング基材のいずれかの主面上に配置することができる。第１グ
レージング基材は、外部環境に面している主面と、第２グレージング基材に面している主
面との２つの主面を有する。同様に、第２グレージング基材上に配置されたコンパニオン
層も、第２グレージング基材のいずれかの主面に配置することができる。第２グレージン
グ基材の２つの主面は、室内に面する表面と、第１グレージング基材に面する表面である
。
【０１０５】
　いくつかの実施形態では、光拡散層及び光方向変換層は、層が互いに面するようにグレ
ージング基材上に配置される。このようにすると、両方の層が介在空間に面し、外部環境
にも室内環境にも露出されない。この構成は、掻き傷、磨耗、風化作用、汚れ、及び同様
の条件から層を保護することができる。
【０１０６】
　拡散層及び光方向転換層がそれぞれ、拡散層と光方向転換層との間に存在する介在空間
とともにグレージング基材の１つに配置される、少なくとも２つのグレージング基材を備
える、いくつかの特定のハイブリッド構成体の実施形態を図９～１２に例示する。
【０１０７】
　図９で、ハイブリッド構成体９００は、第１グレージング基材９１０及び第２グレージ
ング基材９４０と、第１グレージング基材９１０上に配置された可視光拡散層９２０と、
第２グレージング基材９４０上に配置された光方向転換層９３０と、可視光拡散層９２０
と光方向転換層９３０との間の介在空間９６０と、を備える。この構成体は、入射する太
陽光が第１グレージング基材９１０又は第２グレージング基材９４０のいずれかに最初に
接触することができるように構成される。いくつかの実施形態では、光学的に透明な接着
剤の層を使用して、可視光拡散層９２０を第１グレージング基材９１０（図に示されてい
ない）に接着すること、及び／又は光方向転換層９３０を第２グレージング基材９４０（
図に示されていない）に接着することができる。上述のように、可視光拡散層９２０は、
第１グレージング基材９１０上のフィルム又はコーティング、テクスチャード表面又はト
ポグラフィー、若しくは可視光拡散基材である場合がある。この介在空間９６０は真空空
間でもよく、例えば空気又は他のガスで満たされていてもよい。介在空間９６０を外部環
境から隔離するために、任意の封着部材９５０を使用することができる。
【０１０８】
　図１０で、ハイブリッド構成体１０００は、第１グレージング基材１０１０及び第２グ
レージング基材１０４０と、第１グレージング基材１０１０上に配置された可視光拡散層
１０２０と、第２グレージング基材１０４０上に配置された光方向転換層１０３０と、第
１グレージング基材１０１０と光方向転換層１０３０との間の介在空間１０６０と、を備
える。この構成体は、入射する太陽光が光拡散層１０２０又は第２グレージング基材１０
４０のいずれかに最初に接触することができるように構成される。いくつかの実施形態で
は、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層１０２０を第１グレージング基
材１０１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層１０３０を
第２グレージング基材１０４０（図に示されていない）に接着することができる。上述の
ように、可視光拡散層１０２０は、第１グレージング基材１０１０上のフィルム又はコー
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ティング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは可視光拡散基材である場合
がある。この介在空間１０６０は真空空間でもよく、例えば空気又は他のガスで満たされ
ていてもよい。介在空間１０６０を外部環境から隔離するために、任意の封着部材１０５
０を使用することができる。
【０１０９】
　図１１で、ハイブリッド構成体１１００は、第１グレージング基材１１１０及び第２グ
レージング基材１１４０と、第１グレージング基材１１１０上に配置された可視光拡散層
１１２０と、第２グレージング基材１１４０上に配置された光方向転換層１１３０と、可
視光拡散層１１２０と第２グレージング基材１１４０との間の介在空間１１６０と、を備
える。この構成体は、入射する太陽光が第１グレージング基材１１１０又は光方向転換層
１１３０のいずれかに最初に接触することができるように構成される。いくつかの実施形
態では、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層１１２０を第１グレージン
グ基材１１１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層１１３
０を第２グレージング基材１１４０（図に示されていない）に接着することができる。上
述のように、可視光拡散層１１２０は、第１グレージング基材１１１０上のフィルム又は
コーティング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは可視光拡散基材である
場合がある。この介在空間１１６０は真空空間でもよく、例えば空気又は他のガスで満た
されていてもよい。介在空間１１６０を外部環境から隔離するために、任意の封着部材１
１５０を使用することができる。
【０１１０】
　図１２で、ハイブリッド構成体１２００は、第１グレージング基材１２１０及び第２グ
レージング基材１２４０と、第１グレージング基材１２１０上に配置された可視光拡散層
１２２０と、第２グレージング基材１２４０上に配置された光方向転換層１２３０と、第
１グレージング基材１２１０と第２グレージング基材１２４０との間の介在空間１２６０
と、を備える。この構成体は、入射する太陽光が可視光拡散層１２２０又は光方向転換層
１２３０のいずれかに最初に接触することができるように構成される。いくつかの実施形
態では、光学的に透明な接着剤の層を使用して、可視光拡散層１２２０を第１グレージン
グ基材１２１０（図に示されていない）に接着すること、及び／又は光方向転換層１２３
０を第２グレージング基材１２４０（図に示されていない）に接着することができる。上
述のように、可視光拡散層１２２０は、第１グレージング基材１２１０上のフィルム又は
コーティング、テクスチャード表面又はトポグラフィー、若しくは可視光拡散基材である
場合がある。この介在空間１２６０は真空空間でもよく、例えば空気又は他のガスで満た
されていてもよい。介在空間１２６０を外部環境から隔離するために、任意の封着部材１
２５０を使用することができる。
【０１１１】
　上述の他の実施形態と同じく、これらのハイブリッド構成体もまた、任意の追加的な層
及び基材がハイブリッド構成体の光の方向転換及び拡散特性を妨害しない限りは、任意の
追加的な層及び基材を含むことができる。好適な任意の層及び基材については上で説明し
た。
【０１１２】
　本開示は以下の実施形態を含む。
【０１１３】
　これらの実施形態には、太陽光方向転換グレージングユニットが含まれる。第１実施形
態は、第１グレージング基材と、前記第１グレージング基材に配置された可視光拡散層と
、前記可視光拡散層に隣接する光方向転換層と、を備える、太陽光方向転換グレージング
ユニットであって、前記光方向転換層は複数のプリズム構造を形成する主面を備え、前記
可視光拡散層及び光方向転換層は、入射する太陽光が前記光方向転換層に接触する前に前
記可視光拡散層に接触するように配向される、太陽光方向転換グレージングユニットが含
まれる。
【０１１４】
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　実施形態２は、前記可視光拡散層が可視光拡散フィルム又は可視光拡散グレージング基
材を備える、実施形態１に記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１１５】
　実施形態３は、前記可視光拡散層と前記光方向転換層とが互いに付着されて、太陽光方
向転換構成体を形成する、実施形態１又は２に記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１１６】
　実施形態４は、前記可視光拡散層及び前記光方向転換層が高分子フィルムを備える、実
施形態１～３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１１７】
　実施形態５は、前記第１グレージング基材が表面積値を有し、前記太陽光方向転換構成
体が前記表面積値の一部のみに配置される、実施形態１～４のいずれか１つに記載の太陽
光方向転換グレージングユニットである。
【０１１８】
　実施形態６は、前記複数のプリズム構造が複数の非対称プリズムを備える、実施形態１
～５のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１１９】
　実施形態７は、前記可視光拡散層が模様付き光拡散層を備える、実施形態１～６のいず
れか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１２０】
　実施形態８は、前記光方向転換層が模様付き光方向転換層を備える、実施形態１～７の
いずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１２１】
　実施形態９は、更に、少なくとも１つの追加層を備える、実施形態１～８のいずれか１
つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１２２】
　実施形態１０は、前記少なくとも１つの追加層が、低Ｅ層、赤外光拒絶層、色又は着色
層、若しくはそれらの組み合わせを備える、実施形態９に記載の太陽光方向転換グレージ
ングユニットである。
【０１２３】
　実施形態１１は、前記赤外光拒絶層が赤外光拒絶多層フィルム、赤外光拒絶コーティン
グ、又はそれらの組み合わせを備える、実施形態１０に記載の太陽光方向転換グレージン
グユニットである。
【０１２４】
　実施形態１２は、前記赤外光拒絶層が赤外光を反射するか、赤外光を吸収するか、又は
それら両方を行う、実施形態１１に記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１２５】
　実施形態１３は、更に、少なくとも１つの追加的なグレージング基材を備える、実施形
態１～１２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１２６】
　実施形態１４は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも５０％である、実施形態１～１３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１２７】
　実施形態１５は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも６０％である、実施形態１～１４のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１２８】
　実施形態１６は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも７０％である、実施形態１～１５のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
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ージングユニットである。
【０１２９】
　実施形態１７は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８０％である、実施形態１～１６のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１３０】
　実施形態１８は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８５％である、実施形態１～１７のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１３１】
　実施形態１９は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９０％である、実施形態１～１８のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１３２】
　実施形態２０は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９５％である、実施形態１～１９のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレ
ージングユニットである。
【０１３３】
　実施形態２１は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１０
％である、実施形態１～２０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１３４】
　実施形態２２は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１５
％である、実施形態１～２１のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１３５】
　実施形態２３は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも２０
％である、実施形態１～２２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１３６】
　実施形態２４は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも３０
％である、実施形態１～２３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１３７】
　実施形態２５は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも４０
％である、実施形態１～２４のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニッ
トである。
【０１３８】
　実施形態２６は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのクラリティが１０～９９
％の範囲内である、実施形態１～２５のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージン
グユニットである。
【０１３９】
　実施形態２７は、第１グレージング基材と、模様付き可視光拡散層と、前記可視光拡散
層に隣接する光方向転換層と、を備える、太陽光方向転換グレージングユニットであって
、前記光方向転換層が複数のプリズム構造を形成する主面を備える、陽光方向転換グレー
ジングユニットを含む。
【０１４０】
　実施形態２８は、前記模様付き可視光拡散層と、前記可視光拡散層に隣接する光方向転
換層とが、複合構成体を形成する、実施形態２７に記載の太陽光方向転換グレージングユ
ニットである。
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【０１４１】
　実施形態２９は、前記模様付き可視光拡散層が模様付き可視光拡散フィルム又は模様付
き可視光拡散グレージング基材を備える、実施形態２７又は２８に記載の太陽光方向転換
グレージングユニットである。
【０１４２】
　実施形態３０は、前記模様付き可視光拡散フィルムが拡散性縞模様、規則的幾何学形、
又は不規則な幾何学形を有するフィルムを備える、実施形態２７～２９のいずれか１つに
記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１４３】
　実施形態３１は、前記模様付き可視光拡散層及び前記可視光拡散層に隣接する光方向転
換層が、入射する太陽光が可視光拡散層に接触する前に光方向転換層に接触するように配
置される、実施形態２７～３０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１４４】
　実施形態３２は、前記模様付き可視光拡散層及び前記可視光拡散層に隣接する光方向転
換層が、入射する太陽光が光方向転換層に接触する前に可視光拡散層に接触するように配
置される、実施形態２７～３０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１４５】
　実施形態３３は、前記複数のプリズム構造が複数の非対称プリズムを備える、実施形態
２７～３２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１４６】
　実施形態３４は、更に、少なくとも１つの追加層を備える、実施形態２７～３３のいず
れか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１４７】
　実施形態３５は、前記少なくとも１つの追加層が低Ｅ層、赤外光拒絶層、色又は着色層
、若しくはそれらの組み合わせを備える、実施形態３４に記載の太陽光方向転換グレージ
ングユニットである。
【０１４８】
　実施形態３６は、前記赤外光拒絶層が赤外光拒絶多層フィルム、赤外光拒絶コーティン
グ、又はそれらの組み合わせを備える、実施形態３５の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１４９】
　実施形態３７は、前記赤外光拒絶層が赤外光を反射するか、赤外光を吸収するか、又は
それら両方を行う、実施形態３６に記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１５０】
　実施形態３８は、更に、少なくとも１つの追加的なグレージング基材を備える、実施形
態２７～３７のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１５１】
　実施形態３９は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも５０％である、実施形態２７～３８のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５２】
　実施形態４０は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも６０％である、実施形態２７～３９のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５３】
　実施形態４１は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも７０％である、実施形態２７～４０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
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【０１５４】
　実施形態４２は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８０％である、実施形態２７～４１のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５５】
　実施形態４３は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８５％である、実施形態２７～４２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５６】
　実施形態４４は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９０％である、実施形態２７～４３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５７】
　実施形態４５は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９５％である、実施形態２７～４４のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１５８】
　実施形態４６は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１０
％である、実施形態２７～４５のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１５９】
　実施形態４７は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１５
％である、実施形態２７～４６のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１６０】
　実施形態４８は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも２０
％である、実施形態２７～４７のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１６１】
　実施形態４９は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも３０
％である、実施形態２７～４８のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１６２】
　実施形態５０は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも４０
％である、実施形態２７～４９のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１６３】
　実施形態５１は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのクラリティが１０～９９
％の範囲内である、実施形態２７～５０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージ
ングユニットである。
【０１６４】
　実施形態５２は、第１主面及び第２主面を備える第１グレージング基材と、前記第１グ
レージング基材の前記第１主面に配置され、複数のプリズム構造を形成する主面を備える
、太陽光方向転換層と、第１主面及び第２主面を備える第２グレージング基材と、前記第
２グレージング基材の前記第１主面に配置された可視光拡散層と、前記太陽光方向転換層
と前記可視光拡散層との間の介在空間と、を備える、太陽光方向転換グレージングユニッ
トを含む。
【０１６５】
　実施形態５３は、第１グレージング基材の第１主面が第２グレージング基材の第１主面
に向けて方向付けられる、実施形態５２に記載の太陽光方向転換グレージングユニットで
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ある。
【０１６６】
　実施形態５４は、前記グレージングユニットが、入射する太陽光が光方向転換層に接触
する前に可視光拡散層に接触するように配置される、実施形態５２又は５３に記載の太陽
光方向転換グレージングユニットである。
【０１６７】
　実施形態５５は、そのグレージングユニットが、入射する太陽光が可視光拡散層に接触
する前に光方向転換層に接触するように配置される、実施形態５２又は５３に記載の太陽
光方向転換グレージングユニットである。
【０１６８】
　実施形態５６は、前記第１グレージング基材の第１主面が第２グレージング基材の第１
主面から離れるように方向付けられる、実施形態５２～５５のいずれか１つに記載の太陽
光方向転換グレージングユニットである。
【０１６９】
　実施形態５７は、前記複数のプリズム構造が複数の非対称プリズムを備える、実施形態
５２～５６のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１７０】
　実施形態５８は、更に、少なくとも１つの追加層を備える、実施形態５２～５７のいず
れか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１７１】
　実施形態５９は、前記少なくとも１つの追加層が、低Ｅ層、赤外光拒絶層、色又は着色
層、若しくはそれらの組み合わせを備える、実施形態５８の太陽光方向転換グレージング
ユニットである。
【０１７２】
　実施形態６０は、前記赤外光拒絶層が赤外光拒絶多層フィルム、赤外光拒絶コーティン
グ、又はそれらの組み合わせを備える、実施形態５９に記載の太陽光方向転換グレージン
グユニットである。
【０１７３】
　実施形態６１は、前記赤外光拒絶層が赤外光を反射するか、赤外光を吸収するか、又は
それら両方を行う、実施形態６０に記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１７４】
　実施形態６２は、更に、少なくとも１つの追加的なグレージング基材を備える、実施形
態５２～６１のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニットである。
【０１７５】
　実施形態６３は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも５０％である、実施形態５２～６２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１７６】
　実施形態６４は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも６０％である、実施形態５２～６３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１７７】
　実施形態６５は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも７０％である、実施形態５２～６４のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１７８】
　実施形態６６は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８０％である、実施形態５２～６５のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１７９】
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　実施形態６７は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも８５％である、実施形態５２～６６のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１８０】
　実施形態６８は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９０％である、実施形態５２～６７のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１８１】
　実施形態６９は、前記太陽光方向転換グレージングユニットの可視光透過率（％Ｔ）が
少なくとも９５％である、実施形態５２～６８のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グ
レージングユニットである。
【０１８２】
　実施形態７０は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１０
％である、実施形態５２～６９のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１８３】
　実施形態７１は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも１５
％である、実施形態５２～７０のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１８４】
　実施形態７２は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも２０
％である、実施形態５２～７１のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１８５】
　実施形態７３は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも３０
％である、実施形態５２～７２のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１８６】
　実施形態７４は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのヘイズが少なくとも４０
％である、実施形態５２～７３のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージングユニ
ットである。
【０１８７】
　実施形態７５は、前記太陽光方向転換グレージングユニットのクラリティが１０～９９
％の範囲内である、実施形態５２～７４のいずれか１つに記載の太陽光方向転換グレージ
ングユニットである。
【実施例】
【０１８８】
　以下の実施例はあくまで例示を目的としたものにすぎず、添付の特許請求の範囲に対し
て限定的であることを意図するものではない。特に断らない限り、以下の実施例及び明細
書の残りの部分に記載される部、比率（％）、比などは全て重量基準のものである。本明
細書では、ｃｍ＝センチメートル、ｉｎ＝インチ、ｍｍ＝ミリメートルが略語として使用
されている。使用した溶媒類及びその他の試薬類は、特段の規定がない限り、Ｓｉｇｍａ
－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，Ｗｉｓｃ
ｏｎｓｉｎより入手した。
【０１８９】
　光学測定
　標本の透過率、ヘイズ、クラリティは、「ＨＡＺＥ－ＧＡＲＤ　ＰＬＵＳ」（ＢＹＫ－
Ｇａｒｄｎｅｒ，Ｃｏｌｕｍｂｉａ，ＭＤ）を用いて、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３の試験方法
に従って測定した。
【０１９０】
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　ＢＴＤＦ（双方向透過分布関数）は、Ｒａｄｉａｎｔ　Ｉｍａｇｉｎｇ，Ｒｅｄｍｏｎ
ｄ，ＷＡから市販されている「ＩＳ－ＳＡ」撮像球体システムを用いて測定した。ＢＴＤ
Ｆは高度６０度の入射角で測定した。上方への偏向に関するＢＴＤＦは、表２に示したよ
うに最も明るい角度で測定したが、この角度はガラスの整合及び標準的な測定のばらつき
のために標本ごとにわずかに変化がある。
【０１９１】
　構造化された光方向転換層の調製
　所望のライナー溝及びプリズム要素（図１と同様の断面を有する）の負の形状を有する
マスターツールが、ダイヤモンド切削プロセスを使用して得られた。紫外線硬化性樹脂組
成物は、Ｃｏｇｎｉｓ（Ｍｏｎｈｅｉｍ，Ｇｅｒｍａｎｙ）から商標表記「ＰＨＯＴＯＭ
ＥＲ　６０１０」で市販される、７４重量部の脂肪族ウレタンアクリレートオリゴマー、
Ｓａｒｔｏｍｅｒ（Ｅｘｔｏｎ，ＰＡ）から商標表記「ＳＡＲＴＯＭＥＲ　ＳＲ　２３８
」で市販される、２５重量部の１，６－ヘキサンジオールジアクリレート及びＣｉｂａ（
Ｂａｓｅｌ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ）から商標表記「ＤＡＲＯＣＵＲ　１１７３」で市
販されるαヒドロキシケトンＵＶ光開始剤（２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル
－１－プロパノン）をブレンドすることによって調製された。ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊｉ
ｎ　Ｆｉｌｍｓ，Ｈｏｐｅｗｅｌｌ，ＶＡから商標表記「ＭＥＬＩＮＥＸ　４５３」で市
販されている厚さ７６マイクロメートル（３ミル）のＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレー
ト）フィルムを紫外線硬化性樹脂で約８５マイクロメートルの厚さまでコーティングした
。コーティングされたフィルムは、溝に空気が全く入らないように、マスターツールと物
理的に接触させた。マスターツールと物理的に接触している間に樹脂が、Ｆｕｓｉｏｎ　
ＵＶ　ｓｙｓｔｅｍｓ（Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ，ＭＤ）から入手可能なマイクロ波に
よって駆動される紫外線硬化システムにより硬化された。ウェブ上の硬化した樹脂が、マ
スターツールから取り除かれて、微細構造化フィルムを生じた。３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，
Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから商標表記「３Ｍ　ＯＰＴＩＣＡＬＬＹ　ＣＬＥＡＲ　ＡＤＨＥ
ＳＩＶＥ　８１７１」で市販されている厚さ２５マイクロメートル（１ミル）の光学的に
透明な接着剤転写テープの１つのライナーが取り除かれ、露出した接着剤表面が、微細構
造化フィルムの非構造化面に、Ｐｒｏｔｅｃｈ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，Ｗｉｌｍｉｎ
ｇｔｏｎ，Ｄｅｌａｗａｒｅから入手可能なロールツーロール成層機で積層された。米国
特許出願公開第２００６／０１５４０４９号の５～６ページに開示される多層フィルム物
品は、微細構造化フィルムの構造化面に積層されて、最終的な光方向転換フィルム積層体
を生成する。
【０１９２】
　太陽光方向転換グレージングユニットの調製
　実施例１及び２（ＥＸ１及びＥＸ２）並びに比較例（ＣＥ１）に関して「構造化された
光方向転換層」の下に記述されたフィルムは、その構造化されたフィルムの対向する面に
厚さ約８マイクロメートルの接着層が得られるように、アクリル感圧接着剤によりウェブ
コーター内でコーティングされた。気泡が生じないようにローラーを使用して、一辺３イ
ンチの正方形（一辺７．６ｃｍの正方形）の透明な３ｍｍフロートガラスにこのフィルム
を貼付した。
【０１９３】
　ＥＸ１及びＥＸ２のそれぞれに関して、２つ目の一辺３インチの正方形（一辺７．６ｃ
ｍの正方形）の３ｍｍフロートガラスに、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ
から市販されている「３Ｍ　ＦＡＳＡＲＡ　ＤＥＳＩＧＮ　ＦＩＬＭ　ＳＨ２ＥＭ　ＬＡ
ＵＳＥＮＮＥ」及び「３Ｍ　ＦＡＳＡＲＡ　ＤＥＳＩＧＮ　ＦＩＬＭ　ＳＨ２ＣＨ　ＭＡ
Ｔ　ＣＲＹＳＴＡＬ　ｉ」建築用装飾フィルムを貼付した。ＣＥ１には拡散フィルムを貼
付せず、代わりに平坦な３ｍｍプレートガラスを第２のペインとして使用した。
【０１９４】
　ＥＸ１及びＥＸ２については拡散フィルムが用いられ、ＣＥ－１については平坦なプレ
ートガラスが用いられ、ＥＸ１及びＥＸ２に関しては、それらのガラス標本の４面に沿っ
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て、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから市販されている「３Ｍ　ＤＯＵＢ
ＬＥ　ＳＩＤＥＤ　ＦＯＡＭ　ＴＡＰＥ　４４０８」が適用された。構造化フィルムを有
する予め調製しておいたガラス標本をそのビニルテープに付着させて、ＥＸ１及びＥＸ２
のための図９の二重ペイン構造を得た。ＣＥ－１には、図９の拡散フィルム６２０がない
。
【０１９５】
　「光学測定」の下に記述したようにヘイズ、クラリティ、透過率（％　Ｔ）、及びＢＴ
ＤＦを測定し、表１に示した。光源を昼光フィルム側にして測定を行った。ＢＴＤＦが低
いほどグレアは少ない。
【表２】

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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